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現在、建設業においては関係者を挙げて社会保険未加入対策に取り組んで
いるところであるが、 社会保険への加入については、 法人 ･個人事業主の別
や、個人事業主においては従業員規模等を踏まえ、適切な保険へ加入するこ
とを求めている。
最近、 医療保険への加入について、一部の関係者の間で取り扱いに誤解が
生じているとの報告があったことから、 改めて以下の通り考え方を整理した
ので、 関係者におかれてはご了知願いたい。

医療保険への加入については、 地域の建設企業のうち、 常時 5 人以上の従
業員を使用している場合又は法人であって常時従業員を使用している場合に
は、全国健康保険協会が運営する健康保険 (通称 ｢協会けんば｣) に事業所と
して加入することが健康保険法上求められているが、協会【ナんばの被保険者
とならない5 人未満の従業員を使用する事業主や一人親方などであって、現
在既に建設業に係る国民健康保険組合 (※) に加入している者については、
既に必要な健康保険に加入しているものとして取り扱われるものであり、社
会保険未加入対策上改めて協会けんぽに入り直すことを求めているものでは
なし、。

※国民健康保険組合は、同種の事業又は業務に従事する者を組合員として、国民健康保険事業を

運営することが認められた保険者であり、国民健康保険法上の公法人である (現在では新設は認

められていない)。

なお、法人や常時 5 人以上の従業員を使用している事業者が建設業に係る
国民健康保険組合に加入している場合もあるが、従前から国民健康保険組合
に加入している個人事業主が法人化した際、 あるいは、常時使用する従業員
が 5 人以上に増加した際に、 必要な手続き (年金事務所 (平成 2 2 年以前は
社会保険事務所) による健康保険被保険者適用除外承認申請による承認) を
行って加入しているものであれば、 適法に加入しているものである。 年金制

度は厚生年金に加入し、 医療保険制度は国民健康保険組合に加入している事
業所であれば、改めて協会けんぽに入り直すことを求める必要はない。


